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地方議会議員のSNSを通じた広報活動
―利用に関する規定要因―
别　府　貴　行＊
1．研究の目的
　近年，地方議会改革が積極的に進められている．
地方議会のあるべき姿を提示している議会基本条
例が各自治体で制定されているのがその証拠であ
る．議会基本条例は，憲法をはじめとした法に規
定された地方議会のあるべき姿を提示しているだ
けでなく，地方議員による積極的討議を促すもの
も含んでいる．議会基本条例の制定が，あるべき
二元代表制を促し，実効性のあるさらなる改革が
期待されている．
　しかし，2014年には政務活動費の不正流用によ
る地方議会議員へのバッシングが起こり，住民は
議員への不信感を募らせてしまった．政務活動費
に対する行政の監督責任という問題もあるが，広
い意味では，地方議会議員が自らの活動について
住民の理解を得られるよう努力をしているか，と
いう問題に帰着する．この点，地方議会改革に熱
心な自治体では，議会事務局職員の能力を向上さ
せたり，議会広報誌を作成したり，議会報告会を
開催したりなど，積極的な努力が伺える．
　こうした地方議会改革の努力は，一面において
は，議会事務局など，各議員に対して中立的な行
政組織によるものが多かったように思える．イン
ターネットが充実した現代においては，様々な
ICT技術	を用いて，地方議会議員自らが，自分の
仕事の役割や責任や立場などを明言し，住民の理
解を得ていくことが求められていくだろう．
2．研究の概要
　本研究では，「どのような地方議会議員がSNS	
を利用しているのか？」という現状確認型リサー
チクエスチョンを立て，データを収集し，現状の
解明を目的としている．先行研究を概観した結果，
地方議会議員とSNSについて，定量的に調査した
ものが存在しない．本研究では，地方議会議員と
SNSの関係について調査した最初の研究として大
きな意義があるものと考えている．
　先行研究をサーベイした結果， 4つの仮説を導
出し，その検証を行った．仮説は
　仮説 1 	「当選回数は，SNSの利用の有無に影響
する」
　仮説 2 	「前職が議員であるかどうかは，SNSの
利用の有無に影響する」
　仮説 3 	「所属政党は，SNSの利用の有無に影響
する」
　仮説 4 	「年齢は，SNSの利用の有無に影響する」
　議員個人の前回選挙データの収集は，YOMIURI	
ONLINEの「統一地方選2015」と，選挙ドットコ
ムに掲載されている選挙情報を参照した．①議員
名，②選挙区定数，③選挙区内全体投票数，④候
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補者の得票数，⑤年齢，⑥所属政党，⑦性別，⑧
無効投票選挙の有無，⑨当選回数などを収集した．
　また，⑩Twitter・Facebook・PR動画の存在の
有無については，各地方議会議員のホームページ
を参照しながら収集した．Twitter・Facebookに
ついては，ホームページ内にリンクされているも
のを参考にしつつ，改めて検索エンジンにかけて
確かめる方法で確認した．PR動画については，ホ
ームページ内にリンクが貼られているものを参照
して収集した．PR動画は，議会における審議映像
や自己の政治姿勢を紹介する純粋なPR動画を含
めて収集している．
　調査は，東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県の
1都 3県の都道府県議会議員420人を対象とした．
東京都議については，2013年の選挙データを参照
し，神奈川県・埼玉県・千葉県については，2015
年の統一地方選挙のデータを参照した．
　東京都議には，東京23区内の区長となっている
議員がいた他，現在休養している議員がいたため，
2～ 3サンプルほど欠損が出ている．
3．結　　　論
　計量分析の結果，仮説 3 と仮説 4 が採択され，
仮説 1と仮説 2は採択されなかった．より具体的
にリサーチクエスチョンに答えるならば，
①　年齢が低ければ低い議員ほど，SNSを利用
する
②　公明党（や共産党）の議員ほど，SNSを利
用する
という結果である．①は，地方議員が選挙活動と
してSNSを信頼しているかという「SNS信用仮
説」の支持であると言え，②は，確たる証拠は提
示できないが，政党ごとの選挙戦略上SNSの利用
には違いがあり，それは支持基盤の大きい政党の
議員かどうかが影響する傾向にあると言える．
　これについては，新たな仮説として「相互監視
関係仮説」というものを提示し，その説明を試み
ているが，政党と選挙戦略という側面から，今後
の研究に期待したい．
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